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神戸大学大学院人間発達環境学研究科研究紀要
第18巻第１号　2024 研究論文

問題と目的
2020 年の国内外における新型コロナウイルス感

染症（COVID-19）の流行が我々の日常生活を大き
く変化させたことは記憶に新しい。感染症対策の基
本的対処方針として，「密閉，密集，密接」の三つ
の密を避け，人と人との距離の確保が求められるこ
ととなり，不要不急の外出・移動の自粛が求められ
た（新型コロナウイルス感染症対策本部，2021）。
これにより，学校各所には休校要請を含む感染予防
対策の徹底を，企業は出勤者の 7 割削減の目標のも
と在宅勤務の実施を行うこととなった。

このような未曾有の COVID-19 流行下において，
国内の心理臨床活動も例に漏れず大きな影響を受け
た。前述の感染予防対策に伴い，従来通りの対面で

の心理臨床活動が制限され得る自体となったためで
ある。これは心理臨床の歴史の中でも類を見ない事
態であり，各所で新たな対応が求められたが，その
一つとして遠隔心理支援による対応が行われた。

アメリカ心理学会のガイドラインが定義すると
ころによると，遠隔心理学（Telepsychology）と
は「遠隔でのコミュニケーションのための情報技術
を用いた心理支援サービスの提供」とされている

（American Psychological Association, 2020/2020）。
この情報技術が意味するところには，電話，モバイ
ル機器，ビデオチャット，メール，ショートメッ
セージ，インターネットなどが含まれるが，これ
らに限定されたものではないとされる。米国では
1998 年に初めてこの用語が登場したが，Pierce et 
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る一方で，他国の調査によっては男女の差はみられ
ないため，国によって男女差が異なることを考察
している。以上のように国外においては COVID-19
流行に伴う制約による心理職の心理的ストレスや精
神的健康への影響が報告されている。

しかし，国内においては，心理職の COVID-19
流行による心理的な影響についてはこれまで報告が
みられない。西ら（2021）や，谷口ら（2024）は，
流行期からの遠隔心理支援の実態について調査を
行っているが，あくまでも遠隔心理支援がどのよう
に行われていたかという実態を把握するのみにとど
まっており，心理職の心理的ストレスや精神的健康
に関する問題は報告されていない。また，伊藤ら

（2022）は遠隔心理支援を行っている心理職 12 名に
面接調査を行い，遠隔心理支援を実施する際にクラ
イエントとコミュニケーションをとれているか，緊
急対応が必要な場合にどう対応するか，対面で感じ
取れているものがつかめないなどの様々な不安を感
じていることを明らかにしている。そのため，遠隔
心理支援を行うことが心理職の心理的ストレスや精
神的健康に影響を及ぼすことも考えられる。

以上より， 本研究では，COVID-19 流行初期であ
る第一波から第二波にかけての期間にかけて，これ
までと異なる形の心理支援に取り組んでいたことが
予想される心理職の心理的ストレスや精神的健康の
実態を明らかにし，心理職の性別や遠隔心理支援の
実施の有無などが影響するかについて検証する。す
でに，COVID-19 の流行は収束を迎えつつあり，国
内では以前のような生活様式を取り戻してきてはい
るが，今後も何らかの不測の事態で心理支援は対面
での支援が制限され得る可能性がある。こうした心
理支援のこれからを見据え，今後，遠隔心理支援を
実施していく上での基礎的な知見を提供することが
期待される。
方法
調査対象者と手続き
①調査対象者　調査に同意し，回答が得られた心理
職 242 名を分析対象とした（男性 51 名，女性 190 名，
その他 1 名，平均年齢 41.92 歳，SD=11.79）。
②調査時期　2020 年 8 月から 10 月末にかけて実施
した。なお，COVID-19 第一波とは WHO によりパ
ンデミック宣言がなされた 2020 年 3 月 11 日から日
本国内で緊急事態宣言が全国的に解除された 5 月
25 日までを指し，それ以降からデータを収集した
10 月末までを第二波として扱った。なお，流行の
波の時期については，東京都政策企画局（2023）を
参考とした。
③調査方法　各都道府県の臨床心理士会を始めとし
た心理職の職能団体を通して，調査の URL を記載
したメールを送信し，回答を募集した。配布を依頼

al.（2020）が 2619 名の心理職を対象に行った調
査によると，2019 年時点での遠隔心理支援の実施
者は僅か 7％であり，大半の心理職が遠隔心理支
援を実施していなかった。しかし，同調査では，
COVID-19 流行下において，85.53％の心理職が遠
隔支援を実施しており，うち 67％の心理職がすべ
ての支援を遠隔で実施していることが明らかになっ
た。

日本国内における遠隔心理支援の実施について
は，竹林・前田（2018）が 2000 年から COVID-19
流行以前の遠隔カウンセリングの現状についてシス
テマティクレビューを行っており，遠隔カウンセリ
ングの研究の数は限られてはいるが，支援の対象は
生活習慣病や強迫症が多いことや，エビデンスの質
が高くはないが一定以上の有効性があることを報告
している。一方，国内の COVID-19 が心理臨床業
務に与えた影響について，西ら（2021）が国内の一
部地域で緊急事態宣言が解除された 2020 年 5 月 17
日から 1 ヶ月の期間に，心理職を対象としたオン
ライン調査を実施し，8 割以上の心理職が臨床心理
面接に対する COVID-19 の影響があったと回答し，
具体的な影響内容としては中断・中止が 48.6％，電
話への変更が 25.4％，オンラインへの変更が 13.3％
であった。谷口他（2024）は，緊急事態宣言解除前
後の国内における遠隔心理支援の実態について調
査をしており，調査対象者の 4 割が COVID-19 流
行以降に遠隔心理支援を実施したことを報告してい
る。海外ほどオンラインや電話による遠隔心理支援
への移行は進まなかったものの，国内においても
COVID-19 による影響で遠隔心理支援の実施が拡大
したものと思われる。

このような状況下で，COVID-19 流行による様々
な制約や遠隔心理支援といった異なる心理支援の導
入が心理職の負担や業務を増加させていたことが考
えられる。例えば，Probst et al. （2020）はロック
ダウン中の心理職自身の不安やストレスについて調
査しており，心理職自身のストレスは一般サンプル
の基準と比較して，その差の効果量は低いものの有
意に高いことを示した。また，事前の遠隔心理支援
の経験の有無や COVID-19 による患者数の減少の
有無は心理職の職業上の不安やストレスと関連しな
かったが，心理療法が唯一の収入源である場合に
心理職のストレスや不安が有意に高かった。また，
Humer et al. （2020）は前述した調査で女性の心理
職は男性よりも COVID-19 への感染恐怖が高く，
対面による心理療法を COVID-19 以前よりも大き
く減少させていることを報告している。これらの知
見について，Probst et al.（2020）は一般的に女性
の方が男性よりもストレスフルな状況に対して情緒
的な苦痛が顕著であることを反映していると考察す
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的な利用であった。
調査協力者の平均実務経験は 140.89 ヶ月（SD= 

102.23），遠隔心理支援実施者に限ると平均実務経
験は 155.58 ヶ月（SD ＝ 111.21）であった。遠隔心
理支援実施者のこれまでの遠隔心理のみに限った
平均実務経験は 30.63 ヶ月（SD=57.13）であった。
オリエンテーション（複数回答可）はクライエン
ト中心療法 110 名（45.45％），認知行動療法 79 名

（32.64％），統合的心理療法 61 名（25.21％），力動
的心理療法60名（24.79％），特になし42名（17.36％），
精神分析 36 名（14.88％），家族療法 34 名（14.05％），
行動療法 27 名（11.16％），ユング派心理療法 26 名

（10.74％）の順に多かった。
心理職に関わる資格の割合について，臨床心理士

を有する者が最も多く（225 名），次いで公認心理
師であった（221 名）。勤務領域については，保健
医療領域が 133 名と最も多かった（Table 1）。

勤務地に関しては大阪府 44 箇所（18.18％），東
京都 32 箇所（13.22％），北海道 11 箇所（4.55％），
その他 34 箇所（9.71％）を始めとした 31 の都道府
県より回答があった。
2．勤務状況

勤務状況に関して Table 2 示す。勤務先が 1 箇所
の者が 123 名，2 箇所の者が 119 名であった。勤務
先ごとの雇用形態を確認すると，132 箇所（36.57％）
が常勤，211 箇所（58.45%）が非常勤であった。第
一波での勤務状況は，通常勤務の者が最も多かった

（86.15%）。
3． COVID-19 第一波時点における遠隔心理支援
の状況

第一波に遠隔心理支援を実施していた者は 93 名
（38.43％），105 施設（29.08％）であった。そのう
ち臨床心理面接を行っていた者は 70 名（75.27％）
であった。臨床心理面接の対象は個人が 81 施設

（77.14％）と最も多く，小集団が 15 施設（14.29％），
集団が 2 施設（1.90％）であった。対象年齢は成人
が 64 施設（60.95％）と最も多く，青年が 52 施設

（49.52％），高齢者が 10 施設（9.52％） ，児童が 8
施設（7.62％）であった。

遠隔心理支援の料金負担は，なしが 40 施設

した団体は 49 団体であり，そのうち会員への周知
に同意を得た団体は 17 団体であった。
④倫理的配慮　第二著者の所属大学の倫理審査委員
会による承認を得て実施した。
2．質問紙の構成　
①フェイス項目　年齢，性別，実務経験，職域，心
理職に関する資格に回答を求めた。
②勤務状況　勤務地，第一波以降の勤務状況，勤務
先の数，雇用形態，第一波時点の勤務状況，第一波
以降の勤務状況について回答を求めた。勤務先が複
数ある場合，主要な勤務先を最大 2 箇所まで勤務先
ごとに回答を求めた。
③遠隔による心理支援の有無　遠隔心理支援実施の
有無を「1. 流行下から現在まで実施」，「2．流行下
では実施していたが現在は実施していない」，「3．
流行下では実施していなかったが，現在は実施」，「4．
現在も流行下も実施していない」の選択形式で尋ね
た。1 ～ 3 を回答した者に，「部分的に実施」「全て
遠隔」の選択形式で実施状況を尋ねた。なお，ここ
での「流行下」は第一波，「現在」は調査時点であ
る第二期を指していた。 
④心理的ストレス　うつや不安状態を測定する指標
であるKessler Psychological Distress Scale（Kessler 
et al., 2002）の日本語版（Furukawa et al., 2008）
を用いた（以下，K6）。過去 30 日間における気分
状態を問う 6 つの質問項目から構成され，「4：いつ
も」から「0：全くない」の 5 件法で回答を求めた。
得点が高いほど，気分，不安障害の傾向が高い。カッ
トオフ値は 5 点であり，これは心理的ストレス反応
相当とされている（Furukawa et al., 2008）。さらに，
Kessler et al. （2003）は 13 点以上が重篤な抑うつ
を有する可能性があると定義づけている。
⑤精神的健康度　日本語版 WHO-5 精神的健康状
態表（Awata et al., 2007）を用いた（以下，WHO-
5）。直近 2 週間の日常生活における気分状態を問う
5 つの質問項目から構成され，「5：いつも」から「0：
全くあてはならない」の 6 件法で回答を求めた。得
点が高いほど，精神的健康状態が高いことを示す。
結果
回答者の属性

調査協力者のうち，COVID-19 流行における第一
波から第二波までに一度でも遠隔心理支援を実施
した経験がある者は 100 名（112 施設）であり，全
体の 41.32% であった。100 名のうち，第一波にお
いて遠隔実施支援を実施していた者は 93 名（105
施設），第二波も実施していたのは 76 名（98 施設）
であった。また，4 施設は第一波には遠隔心理支援
を実施していたが，調査実施時点は実施していな
かった。第一波において，全面的に遠隔心理支援を
行っているは 14 か所（12.5%）であり，残りは部分
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al.（2020）が 2619 名の心理職を対象に行った調
査によると，2019 年時点での遠隔心理支援の実施
者は僅か 7％であり，大半の心理職が遠隔心理支
援を実施していなかった。しかし，同調査では，
COVID-19 流行下において，85.53％の心理職が遠
隔支援を実施しており，うち 67％の心理職がすべ
ての支援を遠隔で実施していることが明らかになっ
た。

日本国内における遠隔心理支援の実施について
は，竹林・前田（2018）が 2000 年から COVID-19
流行以前の遠隔カウンセリングの現状についてシス
テマティクレビューを行っており，遠隔カウンセリ
ングの研究の数は限られてはいるが，支援の対象は
生活習慣病や強迫症が多いことや，エビデンスの質
が高くはないが一定以上の有効性があることを報告
している。一方，国内の COVID-19 が心理臨床業
務に与えた影響について，西ら（2021）が国内の一
部地域で緊急事態宣言が解除された 2020 年 5 月 17
日から 1 ヶ月の期間に，心理職を対象としたオン
ライン調査を実施し，8 割以上の心理職が臨床心理
面接に対する COVID-19 の影響があったと回答し，
具体的な影響内容としては中断・中止が 48.6％，電
話への変更が 25.4％，オンラインへの変更が 13.3％
であった。谷口他（2024）は，緊急事態宣言解除前
後の国内における遠隔心理支援の実態について調
査をしており，調査対象者の 4 割が COVID-19 流
行以降に遠隔心理支援を実施したことを報告してい
る。海外ほどオンラインや電話による遠隔心理支援
への移行は進まなかったものの，国内においても
COVID-19 による影響で遠隔心理支援の実施が拡大
したものと思われる。

このような状況下で，COVID-19 流行による様々
な制約や遠隔心理支援といった異なる心理支援の導
入が心理職の負担や業務を増加させていたことが考
えられる。例えば，Probst et al. （2020）はロック
ダウン中の心理職自身の不安やストレスについて調
査しており，心理職自身のストレスは一般サンプル
の基準と比較して，その差の効果量は低いものの有
意に高いことを示した。また，事前の遠隔心理支援
の経験の有無や COVID-19 による患者数の減少の
有無は心理職の職業上の不安やストレスと関連しな
かったが，心理療法が唯一の収入源である場合に
心理職のストレスや不安が有意に高かった。また，
Humer et al. （2020）は前述した調査で女性の心理
職は男性よりも COVID-19 への感染恐怖が高く，
対面による心理療法を COVID-19 以前よりも大き
く減少させていることを報告している。これらの知
見について，Probst et al.（2020）は一般的に女性
の方が男性よりもストレスフルな状況に対して情緒
的な苦痛が顕著であることを反映していると考察す
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示していた。精神的健康について，全サンプルの
WHO-5 の平均値は 15.03（SD = 4.37）であった。

性別と現在の遠隔心理支援の有無による K6 と
WHO-5 の平均値の差を検討するために 2 要因分散
分析を行った（Table3）。その結果，K6 について
は性別の有意な主効果がみられ（F （1, 236）=4.33, 
p<.05），女性は男性よりも得点が高く，効果量は小
さい値であった（偏η＝ .02）。WHO-5 では性別と
遠隔心理支援の有無のいずれも有意な主効果はみら
れなかった。
6．精神的健康との関連要因の検討

心理的ストレスと精神的健康への関連要因を検討
するために，K6 および WHO-5 と実務経験（月），
遠隔心理支援実施経験期間の相関分析を行った。そ
の結果，実務経験が K6 と有意な負の相関（r = -.20, 
p < .01），WHO-5 と有意な正の相関（r = .16, p <.05）
がみられた。遠隔心理支援実施経験期間はいずれと
も有意な相関はみられなかった（WHO：r ＝ .03, p 
=.82；K6：r ＝ .01, p =.95）。
考察

本研究の目的は，COVID-19 流行第一波から第二
波にかけて遠隔心理支援を実施していた心理職の心
理的ストレスおよび精神的健康について報告を行う
ことであった。

本研究の結果では，COVID-19 第一波において
遠隔心理支援を実施していた者は 93 名（105 施
設）であり，全体の 38.43％であった。COVID-19
流行下から一ヶ月にわたる国内の調査では，臨床
心理面接の電話又はオンラインへの変更が 38.7％
であると報告されており（西ら，2021），先行研
究と同水準であった。しかしながら，Pierce et 
al.（2020）や Sammons et al. （2020）は，米国にお
ける COVID-19 流行下での遠隔心理支援の実施は 8
割を超えたことを報告している。この点を踏まえる
と，国内における遠隔心理支援の実施率は米国と比
較すると低い水準であった。

さらに，データ収集時点では，第一波の実施者の
うち，24 施設が遠隔心理支援の実施を取りやめて
いる。このことから，一部の施設では遠隔心理支援
は長期的な運用を想定しておらず，あくまでも緊急
時における臨時の対応であった可能性が考えられ
る。

（38.10％），変化なしが 34 施設（32.38％），追加で
料金負担の増加が 7 施設（6.67％）であった。次に
遠隔で心理アセスメントをおこなっている者が 30
名（32.26％），臨床心理地域援助を行っている者が
32 名（34.41％）であった。
4．流行期以降における遠隔心理支援の状況

第一波以降も，遠隔心理支援を実施していた者は
76 名（31.40％），98 施設であった。7 名（7 施設）
では，第一波には遠隔心理支援を実施していなかっ
たが，その後実施を開始していた。そのうち臨床
心理面接を行っていた者は 62 名（81.57％）であっ
た。次に心理アセスメントを行っている者が 24 名

（31.57％），臨床心理地域援助を行っている者が 25
名（32.89％）であった。
5． 性別と遠隔心理支援実施者と未実施者による心
理的ストレスおよび精神的健康の比較

心理的ストレスについて，全サンプルにおける
K6 の平均値は 4.19 （SD = 3.58）であり，比較的最
近の一般サンプル（Suzuki et al., 2015; M = 5.4, SD 
= 4.8）と比較すると有意に低い値であった（F （1, 
2071） = 14.30, p <.001）。全サンプルの K6 合計得点
の分布を確認したところ，88 名（36.36%）が心理
的ストレス反応相当の 5 点以上，7 名（2.89％）が
重篤な抑うつを有するとされる 13 点以上の得点を
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かった理由の背景としても考えられる。
性別による差異については，効果量は小さいなが

らも，女性心理職が男性心理職よりも K6 得点が有
意に高い結果が得られた。この結果は Probst et al. 

（2020）の結果と一致し，女性心理職の方が情緒的
な苦痛を経験しやすいことが考えられる。しかしな
がら，国内の場合は一般的に男女の格差が大きく，
心理職においても同様の問題が想定される。例えば，
女性の方が男性よりも雇用が不安定であることや育
児や家事に関する労働の責任が偏るなど，女性心理
職を取り巻く社会的問題が COVID-19 流行という
不測の事態を経たことで，このような差につながっ
た可能性も考えられる。

実務経験と K-6 や WHO-5 と有意な相関が弱いな
がらもみられた。このことから心理職として実務経
験の乏しい者はストレスや精神的健康の悪化がみら
れやすいことが考えられる。

本研究の結果において，心理職の心理的ストレス
は，一般人口と照らし合わせて，特段高いわけでは
なかった。また，遠隔心理支援の実施者と非実施者
の心理的ストレスと精神的健康についても，有意な
差はみられなかった。このことから，遠隔心理支援
は心理職の従事にとって大きな負担とはなっていな
い可能性が示唆されており，これらは今後遠隔心理
支援の導入にとってポジティブな側面であるといえ
る。

一方で，僅かではあるが性別や実務経験と心理的
ストレスとの関連がみられた。このことから，遠隔
心理支援の導入それ自体が心理職の従事者にとって
負担やストレスとなるわけではなく，個人の性質と
の関連を考慮する必要性があることが考えられる。
遠隔心理支援を実施する上では，女性や若い心理職
に対するサポート体制について検討することが望ま
しいかもしれない。

なお，本研究では 49 団体に調査を依頼し，その
うちの 17 団体から回答を得たが，これらの団体の
多数が所属人数等の基礎的な情報を公表していない
ことから，調査の回収数やサンプルの属性について
詳細に述べることはできなかった。このことから，
母集団の代表性やサンプルサイズの大きさについて
は十分ではなかったことが懸念される。ただし，本
研究における基礎統計量と，日本公認心理師協会

（2021）による公認心理師の活動状況についてのデー
タを比較すると，男女比や回答地方について，同程
度の割合の回答が得られている。また，COVID-19
流行の初期段階において調査を実施した点において
は，一定の意義のあるデータであると考えられる。

今回の COVID-19 の流行だけではなく，心理臨
床の現場においては今後も不測の事態により対面で
の援助が制限される可能性が存在している。そのよ

また心理アセスメントや臨床心理的地域援助につ
いて遠隔心理支援実施者は先行研究ではそれぞれ
32.26％，34.41％であり，西ら（2021）による先行
研究が報告しているそれぞれ 9.3％，32.2％に比べ
ると，心理アセスメントの実施率が比較的高い傾向
にあった。これらの差異は本研究では具体的なアセ
スメントの種類を提示して回答を求めたため，より
該当する者が多くみられたのではないかと考えられ
る。

遠隔心理支援の実施者と未実施者の心理的ストレ
スおよび精神的健康を比較したところ，両者の間に
有意な差はみられなかった。遠隔心理支援の実施は
多くの心理職に従事する者にとってこれまで経験し
たことのない業務であり，業務の増加などの何らか
の負担となることが懸念されていたが，これは支持
されなかったと考えられる。今後，遠隔心理支援を
継続する場合など更なる業務の変化は考慮すべきで
はあるが，心理職の負担という観点では遠隔心理支
援は拡大の余地を持ち得ることが示唆された。ただ
し，本調査を実施したのは，第二波の時点であり，
遠隔心理支援の実施を取りやめている施設も一部み
られた。このため，厳密には遠隔心理支援が第一波
時点で心理職の心理的ストレスおよび精神的健康に
与えた影響については明らかにできていないことに
ついては留意しておく必要があるだろう。

また，心理的ストレスに関しては 3 割強が K6
のカットオフ値（Furukawa et al.,2008）を越えた
得点を示していた。調査時点とほぼ同時期の 2020
年 8 月に実施された国内における一般サンプルの
K6 のデータを確認すると，平均得点は 7.46 であり

（Midorikawa, et al., 2021），本研究の結果はこれよ
り低い値であった。Takami（2021）によって実施
された 2021 年の調査においては，5 点以上であっ
た者が全体の 44.4％であり，本研究とほぼ同程度の
割合であるといえる。サンプルや厳密な調査時期の
違いから，単純な比較はできないが，COVID-19 が
心理的ストレスに及ぼす影響は，心理職に限らず一
般人口に対しても大きいものであったことが予測さ
れる。第 1 回緊急事態宣言解除後の心理士の心理的
ストレスの状態については，良好であるとはいいが
たいものの，一般人口と照らし合わせても，特段
悪いというわけではなかったといえる。このこと
は Probst et al. （2020）などの先行研究と異なる結
果ではあるが，欧米各国のロックダウン時の状況と
は異なり，本研究の調査時点では国内の COVID-19
感染の第一波が収束し，流行の最初期と比較すると
日常生活を取り戻して始めていた国内状況が関係し
ている可能性がある。また，遠隔心理支援を実施す
ることで，心理職本人の感染リスクを低減した上で
勤務を続けられることが，精神的健康を損なわな
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示していた。精神的健康について，全サンプルの
WHO-5 の平均値は 15.03（SD = 4.37）であった。

性別と現在の遠隔心理支援の有無による K6 と
WHO-5 の平均値の差を検討するために 2 要因分散
分析を行った（Table3）。その結果，K6 について
は性別の有意な主効果がみられ（F （1, 236）=4.33, 
p<.05），女性は男性よりも得点が高く，効果量は小
さい値であった（偏η＝ .02）。WHO-5 では性別と
遠隔心理支援の有無のいずれも有意な主効果はみら
れなかった。
6．精神的健康との関連要因の検討

心理的ストレスと精神的健康への関連要因を検討
するために，K6 および WHO-5 と実務経験（月），
遠隔心理支援実施経験期間の相関分析を行った。そ
の結果，実務経験が K6 と有意な負の相関（r = -.20, 
p < .01），WHO-5 と有意な正の相関（r = .16, p <.05）
がみられた。遠隔心理支援実施経験期間はいずれと
も有意な相関はみられなかった（WHO：r ＝ .03, p 
=.82；K6：r ＝ .01, p =.95）。
考察

本研究の目的は，COVID-19 流行第一波から第二
波にかけて遠隔心理支援を実施していた心理職の心
理的ストレスおよび精神的健康について報告を行う
ことであった。

本研究の結果では，COVID-19 第一波において
遠隔心理支援を実施していた者は 93 名（105 施
設）であり，全体の 38.43％であった。COVID-19
流行下から一ヶ月にわたる国内の調査では，臨床
心理面接の電話又はオンラインへの変更が 38.7％
であると報告されており（西ら，2021），先行研
究と同水準であった。しかしながら，Pierce et 
al.（2020）や Sammons et al. （2020）は，米国にお
ける COVID-19 流行下での遠隔心理支援の実施は 8
割を超えたことを報告している。この点を踏まえる
と，国内における遠隔心理支援の実施率は米国と比
較すると低い水準であった。

さらに，データ収集時点では，第一波の実施者の
うち，24 施設が遠隔心理支援の実施を取りやめて
いる。このことから，一部の施設では遠隔心理支援
は長期的な運用を想定しておらず，あくまでも緊急
時における臨時の対応であった可能性が考えられ
る。

（38.10％），変化なしが 34 施設（32.38％），追加で
料金負担の増加が 7 施設（6.67％）であった。次に
遠隔で心理アセスメントをおこなっている者が 30
名（32.26％），臨床心理地域援助を行っている者が
32 名（34.41％）であった。
4．流行期以降における遠隔心理支援の状況

第一波以降も，遠隔心理支援を実施していた者は
76 名（31.40％），98 施設であった。7 名（7 施設）
では，第一波には遠隔心理支援を実施していなかっ
たが，その後実施を開始していた。そのうち臨床
心理面接を行っていた者は 62 名（81.57％）であっ
た。次に心理アセスメントを行っている者が 24 名

（31.57％），臨床心理地域援助を行っている者が 25
名（32.89％）であった。
5． 性別と遠隔心理支援実施者と未実施者による心
理的ストレスおよび精神的健康の比較

心理的ストレスについて，全サンプルにおける
K6 の平均値は 4.19 （SD = 3.58）であり，比較的最
近の一般サンプル（Suzuki et al., 2015; M = 5.4, SD 
= 4.8）と比較すると有意に低い値であった（F （1, 
2071） = 14.30, p <.001）。全サンプルの K6 合計得点
の分布を確認したところ，88 名（36.36%）が心理
的ストレス反応相当の 5 点以上，7 名（2.89％）が
重篤な抑うつを有するとされる 13 点以上の得点を
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